
平成１８年度事務事業評価表

担当

①総合計画での位置付け

②事務事業の内容

③事業の概要

199回 2,759人 176回 2,592人 149回 2,092人

28回 502人 24回 520人 21回 336人

40回 1,150人 26回 943人 12回 480人

④成果指標

⑤事業の進捗状況 （　　一般会計　　　） (千円）

成果指標 計画
① 実績

成果指標 計画
② 実績

事業費

人件費

(人数)

合計

国

県

市債

その他

一般財源

13.9人

－

14.7人

－ 104.7千円

1.9

15,601

14,790

1.9

15,302

14,98912,870

13,333

1.6

15,60115,302

施策名

13,333

512463

１回当たりの利用者数

－

86.9千円

① ②

67.0千円

平成18年度決算

－

年間延利用者数／年間実施回数

相談１回当たりに要する経費

年間事業費／年間実施回数

　母子保健法 Ａ法令　　Ｂ条例　　Ｃ規則　　Ｄその他　　Ｅなし

平成17年度実績 平成18年度実績

根拠法令等

育児不安を軽減し、母親が自信をもって子育てできる。

平成19年度計画項　　目

　健康で安心して暮らせるまちづくり

対象（受益者）

想定する成果

　保健

蒲郡市の乳幼児の母親に

育児・発達・健康診査後の相談にのることによって

事務事業名事業ｺｰﾄﾞ

8078市民福祉部 健康推進課

　母子の健康相談事業

成果指標名

成果指標の説明

財源内訳

相談事業実施回
数と利用者数

14.0人

－

612

－

平成17年度決算

事業費

平成19年度予算

内子育て相談

内赤ちゃんサロン

基本目標

手　　段

内線等



⑥事務事業内容の評価

18評価 15評価 18評価 15評価

2 2 2 2

2 2 2 2

3 3 3 3

2 2 2 2

9 9 9 9

2 － 2 －

11 9 11 9

※達成度等各項目は、０～３点までの４段階評価

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

※総合評価は、Ａ～Ｄまでの４段階評価

⑦これまでに実施した改善点

⑧今後改善すべき点

⑨平成２０年度予算に反映する項目

⑩今後の方向性

【各部長は、部長評価欄の採点部分だけを記載】

項　　目

合　　計

必　要　性

部長評価

経済効率性

施策への貢献度

小　　計

事務効率性

拡大、充実　・　見直し、縮小　・　現状維持　・　検討中

改　善　等　事　項 経費の縮減額

・保健センターと児童館で開催していた「赤ちゃんサロン」を、気軽
に相談できるようにと平成18年度から児童館に絞って開催することと
した。

子どもの育児、子育ての方法等母親のニーズと具体的な
状況把握をするために必要である。

評価の説明（問題点）
課内評価

母子の健康保持に貢献している。

母親の育児不安を軽減し、母親が自信を持って子育てで
きるように支援し、地域保健にとって重要な事業であ
る。

総合評価

達　成　度



平成１８年度事務事業評価表

担当

①総合計画での位置付け

②事務事業の内容

③事業の概要

④成果指標

⑤事業の進捗状況 （　　一般会計　　　） (千円）

成果指標 計画

① 実績

成果指標 計画

② 実績

事業費

人件費

(人数)

合計

国

県

市債

その他

一般財源

実施回数 48回

1,013人

延受診者数 924人

基本目標

手　　段

26.6人

－

1,756

－

平成17年度決算

事業費

平成19年度予算

成果指標名

成果指標の説明

財源内訳

対象者数

内線等

事務事業名事業ｺｰﾄﾞ

8078市民福祉部 健康推進課

平成19年度計画項　　目

　健康で安心して暮らせるまちづくり

対象（受益者）

想定する成果

　保健

蒲郡市の幼児と妊婦に

歯科健診及び幼児にフッ素塗布をしてもらうことで

965人

42回

母子保健法 Ａ法令　　Ｂ条例　　Ｃ規則　　Ｄその他　　Ｅなし

平成17年度実績 平成18年度実績

48回

根拠法令等

乳歯のむし歯予防及び妊婦の歯の健康増進を図る。

1,021人

－

94.5%

① ②

91.2%

983人

平成18年度決算

1,116人

－

母子の歯科健診とフッ素塗布事業

施策名

2,323

1,9721,921

1,9892,750

１回当たりの受診者数

延受診者数／実施回数

受診率

延受診者数／対象者数×１００

233402

2,323

0.05

113.5%

0.1

1,989

778

0.1

2,750

19.3人

－

20.1人

－



⑥事務事業内容の評価

18評価 15評価 18評価 15評価

2 2 2 2

2 2 2 2

2 2 2 2

2 2 2 2

8 8 8 8

2 － 2 －

10 8 10 8

※達成度等各項目は、０～３点までの４段階評価

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

※総合評価は、Ａ～Ｄまでの４段階評価

⑦これまでに実施した改善点

⑧今後改善すべき点

⑨平成２０年度予算に反映する項目

⑩今後の方向性

【各部長は、部長評価欄の採点部分だけを記載】

総合評価

達　成　度

母子の健康保持に貢献している。

母子保健法に基づき実施しており、幼児と妊婦の歯の健
康保持のために必要である。

受診率は全体的にアップしてきている。

課内評価

非常勤の歯科衛生士1人と臨時職員で行っており、効率
性に問題はない。

母子保健法に基づき実施しており、幼児と妊婦の歯の健
康保持のために必要である。

評価の説明（問題点）

拡大、充実　・　見直し、縮小　・　現状維持　・　検討中

改　善　等　事　項 経費の縮減額

・平成17年度から幼児歯科健診の対象者を0歳児～5歳児までを、0歳児
～３歳児までに変更した。

項　　目

・受診率を上げるために母子関係事業等において、さらに一層の周知を図っていきたい。

合　　計

必　要　性

部長評価

経済効率性

施策への貢献度

小　　計

事務効率性



平成１８年度事務事業評価表

担当

①総合計画での位置付け

②事務事業の内容

③事業の概要

43回 1,597人 41回 1,592人 41回 1,296人

45回 2,052人 45回 1,886人 45回 2,089人

365回 559人 365回 529人 366回 550人

3,942千円 4,091千円 4,097千円

137千円 174千円 136千円

8,266千円（委託料+補助金） 8,284千円（補助金） 7,500千円（補助金）

④成果指標

⑤事業の進捗状況 （　　一般会計　　　） (千円）

成果指標 計画
① 実績

成果指標 計画
② 実績

事業費

人件費

(人数)

合計

国

県

市債

その他

一般財源

37.1人

－

38.8人

－ 46.4人

0.1

12,605

778

0.1

13,659

789402

13,311

0.05

12,60513,659

施策名

13,311

12,88112,909

献血１回当たりの参加者数

－

41.9人

① ②

45.6人

平成18年度決算

－

年間延参加者数／年間実施回数

広域２次救急医療の市民病院１回当たりの受診者数

年間延受診者数／年間当番回数

Ａ法令　　Ｂ条例　　Ｃ規則　　Ｄその他　　Ｅなし

平成17年度実績 平成18年度実績

根拠法令等

安全で安心な環境を図る。

平成19年度計画項　　目

　健康で安心して暮らせるまちづくり

対象（受益者）

想定する成果

　保健

蒲郡市民に

献血・広域第２次救急医療運営事業、県広域災害救急医療システム、在宅当番制を推進することで

事務事業名事業ｺｰﾄﾞ

8078市民福祉部 健康推進課

一般保健衛生事業

成果指標名

成果指標の説明

財源内訳

献血の実施回数と参加
者数

広域第2次救急医療
運営負担金
県広域災害救急医
療システム負担金
在宅当番医制の利用者
数委託料と補助金

31.6人

－

11,816

－

平成17年度決算

事業費

平成19年度予算

在宅当番医制の利
用者数

広域第2次救急医療の
蒲郡市民病院の当番回

基本目標

手　　段

内線等



⑥事務事業内容の評価

18評価 15評価 18評価 15評価

2 2 2 2

2 2 2 2

2 2 2 2

2 2 2 2

8 8 8 8

2 － 2 －

10 8 10 8

※達成度等各項目は、０～３点までの４段階評価

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

※総合評価は、Ａ～Ｄまでの４段階評価

⑦これまでに実施した改善点

⑧今後改善すべき点

⑨平成２０年度予算に反映する項目

⑩今後の方向性

【各部長は、部長評価欄の採点部分だけを記載】

項　　目

合　　計

必　要　性

部長評価

経済効率性

施策への貢献度

小　　計

事務効率性

拡大、充実　・　見直し、縮小　・　現状維持　・　検討中

改　善　等　事　項 経費の縮減額

・平成18年度限りで献血推進協議会への補助金を廃止することとし
た。

・平成18年度から在宅当番医制の医師会への委託料及び補助金を補助
金として一本化し、19年度において見直しを行い補助金額を削減する
予定。

300千円

784千円

委託事業のため効率性に問題はない。

市民の安全安心のための生活環境作りのために必要で
ある。

評価の説明（問題点）
課内評価

安心して暮らせるまちづくりに貢献している。

災害・救急医療等、市民のニーズも高く、市民の安心
安全な生活を守るために必要不可欠な事業である。

在宅当番医制の運営は経済効率は低いが、市民の安心
安全のためには、問題はない。

各制度の利用者・参加者は横ばい傾向である。

総合評価

達　成　度



平成１８年度事務事業評価表

担当

①総合計画での位置付け

②事務事業の内容

③事業の概要

自己負担金 10,343千円 10,538千円 11,100千円

④成果指標

⑤事業の進捗状況 （　　一般会計　　　） (千円）

成果指標 計画

① 実績

成果指標 計画

② 実績

事業費

人件費

(人数)

合計

国

県

市債

その他

一般財源

予防接種委託料 36,058千円

17,652人

接種者数 10,500人

基本目標

手　　段

60.0%

－

38,213

－

平成17年度決算

事業費

平成19年度予算

成果指標名

成果指標の説明

財源内訳

対象者数

内線等

事務事業名事業ｺｰﾄﾞ

8078市民福祉部 健康推進課

平成19年度計画項　　目

　健康で安心して暮らせるまちづくり

対象（受益者）

想定する成果

　保健

６５歳以上の市民に

インフルエンザ予防接種を市内の医療機関で予防接種してもらうことによって

10,672人

38,183千円

予防接種法 Ａ法令　　Ｂ条例　　Ｃ規則　　Ｄその他　　Ｅなし

平成17年度実績 平成18年度実績

36,195千円

根拠法令等

インフルエンザの感染・まん延の予防及び重症化の防止を図る。

18,149人

－

2,626円

① ②

2,643円

18,750人

平成18年度決算

11,250人

－

高齢者インフルエンザ予防接種事業

施策名

27,750

10,538

36,227

10,343

36,082

11,100

29,48028,024

接　種　率

接種者数／対象者数×100

接種者一人に要する経費

事業費－総自己負担額／接種者数

2,3672,011

38,093

0.25

2,620円

0.3

40,580

2,335

0.3

38,562

59.5%

－

58.8%

－



⑥事務事業内容の評価

18評価 15評価 18評価 15評価

2 2 2 2

3 3 3 2

2 2 2 2

3 3 3 2

10 10 10 8

2 － 2 －

12 10 12 8

※達成度等各項目は、０～３点までの４段階評価

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

※総合評価は、Ａ～Ｄまでの４段階評価

⑦これまでに実施した改善点

⑧今後改善すべき点

⑨平成２０年度予算に反映する項目

⑩今後の方向性

【各部長は、部長評価欄の採点部分だけを記載】

総合評価

達　成　度

健康で安心して暮らせるまちづくりに貢献している。

予防接種法に基づき実施しており、高齢者のインフルエ
ンザ感染・まん延を予防し、また重症化の防止に役立っ
ており必要な事業である。

他市町と同等の金額であり、高齢者のインフルエンザ感
染率は下がっており効率性はある。

接種率も年々向上し高齢者の６割が接種しており、ほぼ
目標に達している。

課内評価

予防接種は医師会委託であり、職員の事務は受診票の準
備送付が主であり、事務効率に問題はない。

予防接種法に基づいて実施しており、高齢者のインフルエンザ
の感染・まん延予防及び重症化防止のために必要である。

評価の説明（問題点）

拡大、充実　・　見直し、縮小　・　現状維持　・　検討中

改　善　等　事　項 経費の縮減額

・平成16年度からワクチンを市で一括購入し、医療機関に配付する方
法で接種単価を引き下げた。
・平成18年度に委託契約単価の見直しを行い、１人3,434円から42.5円
値下げした。

454千円

項　　目

・受診票発送事務の効率化をめざす。

合　　計

必　要　性

部長評価

経済効率性

施策への貢献度

小　　計

事務効率性



平成１８年度事務事業評価表

担当

①総合計画での位置付け

②事務事業の内容

③事業の概要

④成果指標

⑤事業の進捗状況 （　　一般会計　　　） (千円）

成果指標 計画

① 実績

成果指標 計画

② 実績

事業費

人件費

(人数)

合計

国

県

市債

その他

一般財源

42.1%

－

36.1%

－ 29.1%

2.4

281,325

18,682

2.4

333,479

18,9346,435

300,061

0.8

受　診　率

受診者数／対象者数×１００

要精検者率

要精密検査者数／受診者数×１００

20,625

260,700310,893

成人の個別健康診査と各種がん検診事業

施策名

277,724

22,586

314,797

22,337

293,626

62,545人

－

29.2%

① ②

30.4%

141,879人

平成18年度決算

22,710人

－

22,557人

6,600人

Ａ法令　　Ｂ条例　　Ｃ規則　　Ｄその他　　Ｅなし

平成17年度実績 平成18年度実績

6,595人

根拠法令等

疾病予防と健康の増進を図る。

平成19年度計画項　　目

　健康で安心して暮らせるまちづくり

対象（受益者）

想定する成果

　保健

蒲郡市の４０歳以上の市民及び２０歳以上の女性に

基本健康診査及び個別の胃がん・大腸がん・肺がん・子宮がん検診をしてもらうことによって

内線等

事務事業名事業ｺｰﾄﾞ

8078市民福祉部 健康推進課

成果指標名

成果指標の説明

財源内訳

対象者数

16.0%

－

262,391

－

平成17年度決算

事業費

平成19年度予算

要精検者数 6,234人

48,713人

受診者数 20,497人

基本目標

手　　段



⑥事務事業内容の評価

18評価 15評価 18評価 15評価

2 2 2 2

2 2 2 2

2 2 2 2

2 2 2 2

8 8 8 8

3 － 3 －

11 8 11 8

※達成度等各項目は、０～３点までの４段階評価

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

※総合評価は、Ａ～Ｄまでの４段階評価

⑦これまでに実施した改善点

⑧今後改善すべき点

⑨平成２０年度予算に反映する項目

⑩今後の方向性

【各部長は、部長評価欄の採点部分だけを記載】

項　　目

・平成20年度から老人保健法が廃止され、高齢者の医療の確保に関する法律により特定健診が行わ
れ健康増進法によりがん検診を行うこととなる。この改正に向け、必要な検査項目について見直し
を行うとともに、検診の実施方法について検討を行う。更に、委託料の減額について医師会と交渉
していく。
・対象者への周知を充実し、受診率の向上を図る。特に子宮がん検診については20代～30代の若い
年代層の対象者の受診率向上を図っていく。

・基本健康診査事業は、平成20年度以降廃止。また、老人保健事業等国庫及び県費負担金も廃止さ
れる。がん検診は、健康増進法を根拠法令として実施する事業に変わる予定であるが、負担金・補
助金などについてまだ国・県から明確な方針が打ち出されていない。

合　　計

必　要　性

部長評価

経済効率性

施策への貢献度

小　　計

事務効率性

拡大、充実　・　見直し、縮小　・　現状維持　・　検討中

改　善　等　事　項 経費の縮減額

・平成17年度に個別乳がん検診の受益者負担を800円から1,000円に見
直し値上げを行った。
・介護保険法改正に伴い、平成18年度から65歳以上の基本健康診査に
生活機能評価を加えた。

70千円

医師会委託事業であり、市は受診票の送付、結果票の送
付、負担金の収納である効率に問題はない。

事業所健診などを受診する機会のない自営業や主婦、高
齢者等のために必要な事業である。

評価の説明（問題点）
課内評価

生活習慣病の二次予防事業として、疾病の早期発見と早
期受診に貢献した。

老人保健法等に基づき実施しており、疾病の早期発見・
早期治療に貢献している事業であることから、今後も市
民の健康保持のために必要な事業である。

きめ細やかな健診行うことで、疾病の早期発見・早期治
療につながり重症化予防による経済効果がある。

対象者の見直しを行ったことにより受診率は低下してい
るが、受診者数は増加傾向にある。

総合評価

達　成　度



平成１８年度事務事業評価表

担当

①総合計画での位置付け

②事務事業の内容

③事業の概要

④成果指標

⑤事業の進捗状況 （　　一般会計　　　） (千円）

成果指標 計画

① 実績

成果指標 計画

② 実績

事業費

人件費

(人数)

合計

国

県

市債

その他

一般財源

延講座定員数 675人

19回

延参加者数 544人

基本目標

手　　段

29.1人

－

602

－

平成17年度決算

事業費

平成19年度予算

成果指標名

成果指標の説明

財源内訳

実施回数

内線等

事務事業名事業ｺｰﾄﾞ

8078市民福祉部 健康推進課

平成19年度計画項　　目

　健康で安心して暮らせるまちづくり

対象（受益者）

想定する成果

　保健

蒲郡市の成人の市民に

各種健康教室に参加してもらうことによって

405人

420人

老人保健法 Ａ法令　　Ｂ条例　　Ｃ規則　　Ｄその他　　Ｅなし

平成17年度実績 平成18年度実績

560人

根拠法令等

成人の健康増進及び健康の知識の普及を図る。

15回

－

72.3%

① ②

80.6%

14回

平成18年度決算

408人

－

成人の健康づくり教室

施策名

3,002

428589

2,1801,985

１回当たりの参加者数

年間延参加者数／年間実施回数

参加率

年間延参加者数／年間延定員数×１００

1,5782,413

3,002

0.3

97.1%

0.2

2,180

1,557

0.2

1,985

28.6人

－

27.0人

－



⑥事務事業内容の評価

18評価 15評価 18評価 15評価

2 2 2 2

2 2 2 2

2 2 2 2

2 2 2 2

8 8 8 8

2 － 2 －

10 8 10 8

※達成度等各項目は、０～３点までの４段階評価

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

※総合評価は、Ａ～Ｄまでの４段階評価

⑦これまでに実施した改善点

⑧今後改善すべき点

⑨平成２０年度予算に反映する項目

⑩今後の方向性

【各部長は、部長評価欄の採点部分だけを記載】

総合評価

達　成　度

市民の健康増進のための一次予防事業として、健康に関
する知識の普及が図れた。

市民に健康に関する正しい知識を普及するために必要な
事業であるが、市民ニーズに合わせた内容を取り入れよ
り多くの市民が参加する事業にしたい。

事業回数を減らし効率化を図ったが1回当たりの参加者数の減少が見
られ、市民への周知と市民ニーズに合った内容を取り入れ参加者数の
増加を図る必要がある。

教室後のアンケート調査で参加した市民のほぼ全員が内
容を理解したと答え、知識普及の目的を達成している。

課内評価

教室の内容に応じて必要な専門職員を配置し実施してお
り運営に関して事務の効率性に問題はない。

多くの市民に健康に関する知識を普及するために必要で
ある。

評価の説明（問題点）

拡大、充実　・　見直し、縮小　・　現状維持　・　検討中

改　善　等　事　項 経費の縮減額

・参加者の少ない、40歳の健康手帳交付事業について回数を減らし
た。

項　　目

・教室の参加者数を増やすため、多くの市民が集まる事業で周知するなど周知方法を改善してい
く。
・市民ニーズを的確に捉えて内容を企画し、参加者の増加を図る。

・平成19年度までで老人保健法が廃止されることにより、老人保健事業等国庫及び県費負担金も廃
止される。平成20年度からは、根拠法令が健康増進法による事業に変わる予定であるが、負担金・
補助金などについてまだ国・県から明確な方針が打ち出されていない。

合　　計

必　要　性

部長評価

経済効率性

施策への貢献度

小　　計

事務効率性



平成１８年度事務事業評価表

担当

①総合計画での位置付け

②事務事業の内容

③事業の概要

④成果指標

⑤事業の進捗状況 （　　一般会計　　　） (千円）

成果指標 計画

① 実績

成果指標 計画

② 実績

事業費

人件費

(人数)

合計

国

県

市債

その他

一般財源

98.4%

－

99.7%

－ 0.02%

0.1

2,184

778

0.1

2,680

789402

2,188

0.05

受 検 者 率

年間受検者数／年間対象者数×１００

受検者の有卵者数

年間有卵者数／年間受検者数×１００

2,1842,680

寄生虫・ぎょう虫検査事業

施策名

2,188

1,9021,786

17,330人

－

0.03%

① ②

0.19%

12,560人

平成18年度決算

12,548人

－

17,278人

2人

学校保健法・厚生労働省令 Ａ法令　　Ｂ条例　　Ｃ規則　　Ｄその他　　Ｅなし

平成17年度実績 平成18年度実績

6人

根拠法令等

園児・児童・生徒の健康保持の増進を図る。

平成19年度計画項　　目

　健康で安心して暮らせるまちづくり

対象（受益者）

想定する成果

　保健

蒲郡市の園児・児童・生徒に

寄生虫・ぎょう虫検査をしてもらうことによって

内線等

事務事業名事業ｺｰﾄﾞ

8078市民福祉部 健康推進課

成果指標名

成果指標の説明

財源内訳

対象者数

99.9%

－

1,395

－

平成17年度決算

事業費

平成19年度予算

有卵者数 33人

17,750人

受検者数 17,469人

基本目標

手　　段



⑥事務事業内容の評価

18評価 15評価 18評価 15評価

3 3 3 2

2 2 2 2

2 2 2 2

3 3 3 3

10 10 10 9

2 － 2 －

12 10 12 9

※達成度等各項目は、０～３点までの４段階評価

Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

※総合評価は、Ａ～Ｄまでの４段階評価

⑦これまでに実施した改善点

⑧今後改善すべき点

⑨平成２０年度予算に反映する項目

⑩今後の方向性

【各部長は、部長評価欄の採点部分だけを記載】

項　　目

合　　計

必　要　性

部長評価

経済効率性

施策への貢献度

小　　計

事務効率性

拡大、充実　・　見直し、縮小　・　現状維持　・　検討中

改　善　等　事　項 経費の縮減額

・平成19年度より中学生を対象から除き、園児・児童とした。
　※中学生については、平成18年度における陽性者は皆無であり、
     また学校保健法施行規則では健康診断の検査項目から除外され
     ているため。

約500千円

委託事業のため効率性に問題はない。

学校保健法に基づき実施しており、園児・児童の健康保
持のために必要な事業である。

評価の説明（問題点）
課内評価

幼児・児童の疾病予防に貢献している。

学校保健法に基づき実施しており、今後も園児・児童の
健康保持のために必要な事業である。

経費は1人当たり110円の委託料だけである。

陽性者は年々減少している。

総合評価

達　成　度



平成１８年度事務事業評価表

担当

①総合計画での位置付け

②事務事業の内容

③事業の概要

④成果指標

⑤事業の進捗状況 （　　一般会計　　　） (千円）

成果指標 計画

① 実績

成果指標 計画

② 実績

事業費

人件費

(人数)

合計

国

県

市債

その他

一般財源

管理運営委託料 53,470千円

2,350人

年間開設日数 70日

基本目標

手　　段

32.4人

－

31,171

－

平成17年度決算

事業費

平成19年度予算

成果指標名

成果指標の説明

財源内訳

利用者数

内線等

事務事業名事業ｺｰﾄﾞ

8078市民福祉部 健康推進課

平成19年度計画項　　目

　健康で安心して暮らせるまちづくり

対象（受益者）

想定する成果

　保健

休日に発生した急病患者に対して

診療所を運営することにより

70日

30,000千円

蒲郡市保健医療センター管理規則 Ａ法令　　Ｂ条例　　Ｃ規則　　Ｄその他　　Ｅなし

平成17年度実績 平成18年度実績

53,470千円

根拠法令等

安心して医療をうけることができるようにする。

2,292人

－

16.79千円

① ②

15.06千円

2,300人

平成18年度決算

71日

－

休日急病診療所管理運営事業

施策名

35,397

18,468

54,611

20,130

54,723

19,240

14,29838,478

１日当たりの診療所利用者数

診療所利用者数／開設日数

患者１人に要する一般財源

一般財源／利用者数

2,367804

55,527

0.1

6.22千円

0.3

33,538

2,335

0.3

56,946

33.6人

－

32.7人

－



⑥事務事業内容の評価

18評価 15評価 18評価 15評価

2 2 2 2

1 1 2 1

2 2 2 2

2 2 2 2

7 7 8 7

3 － 3 －

10 7 11 7

※達成度等各項目は、０～３点までの４段階評価

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

※総合評価は、Ａ～Ｄまでの４段階評価

⑦これまでに実施した改善点

⑧今後改善すべき点

⑨平成２０年度予算に反映する項目

⑩今後の方向性

【各部長は、部長評価欄の採点部分だけを記載】

総合評価

達　成　度

休日・祝祭日における急病患者のためには必要不可欠な
事業である。

医師会の運営委託料の見直しを行い、大幅な削減を図っ
た。

利用者は横ばい状態である。

課内評価

運営は医師会に委託しており、市は収入事務等に限られ
ているため効率性に問題はない。

休日・祝日・年末年始時の急病患者のために必要不可欠
な事業である。

評価の説明（問題点）

拡大、充実　・　見直し、縮小　・　現状維持　・　検討中

改　善　等　事　項 経費の縮減額

・平成19年度契約時に運営委託料の大幅な見直しを行い、経費の縮減
を図ることとした。

23,470千円

項　　目

・利用者のさらに一層の増加を図り、一般財源からの持ち出しを削減したい。

合　　計

必　要　性

部長評価

経済効率性

施策への貢献度

小　　計

事務効率性



平成１８年度事務事業評価表

担当

①総合計画での位置付け

②事務事業の内容

③事業の概要

④成果指標

⑤事業の進捗状況 （　　一般会計　　　） (千円）

成果指標 計画

① 実績

成果指標 計画

② 実績

事業費

人件費

(人数)

合計

国

県

市債

その他

一般財源

125.4人

－

25.6人

－ 21.4人

0.4

3,167

3,114

0.4

3,115

3,1564,826

5,270

0.6

推進活動への平均参加者数

推進活動参加者数／推進活動実施回数

推進メンバー１人当たりの動員数

推進活動参加者数／推進グループメンバー数

3,1673,115

健康プラン推進事業

施策名

5,270

1444

55人

－

12.5人

① ②

19.7人

52人

平成18年度決算

39回

－

27回

1,115人

健康増進法 Ａ法令　　Ｂ条例　　Ｃ規則　　Ｄその他　　Ｅなし

平成17年度実績 平成18年度実績

690人

根拠法令等

健康づくりに取り組む市民を増やす。

平成19年度計画項　　目

　健康で安心して暮らせるまちづくり

対象（受益者）

想定する成果

　保健

蒲郡市民に

健康がまごおり21の目標及び内容を市民による推進グループと協働で周知し

内線等

事務事業名事業ｺｰﾄﾞ

8078市民福祉部 健康推進課

成果指標名

成果指標の説明

財源内訳

推進メンバー数

28.6人

－

11

－

平成17年度決算

事業費

平成19年度予算

推進活動参加者数 1,003人

51人

推進活動実施回数 8回

基本目標

手　　段



⑥事務事業内容の評価

18評価 15評価 18評価 15評価

2 － 2 －

2 － 2 －

2 － 2 －

3 － 3 －

9 0 9 0

2 － 2 －

11 0 11 0

※達成度等各項目は、０～３点までの４段階評価

Ｂ － Ｂ －

※総合評価は、Ａ～Ｄまでの４段階評価

⑦これまでに実施した改善点

⑧今後改善すべき点

⑨平成２０年度予算に反映する項目

⑩今後の方向性

【各部長は、部長評価欄の採点部分だけを記載】

項　　目

・新メンバーを加えながら実施しているが、脱退するメンバーもあり人数が増えない。
　活動に関する周知を積極的に行い、推進メンバーを増やす。
・推進グループの組織化を図り、地区組織としての体制を作り上げていく。

合　　計

必　要　性

部長評価

経済効率性

施策への貢献度

小　　計

事務効率性

拡大、充実　・　見直し、縮小　・　現状維持　・　検討中

改　善　等　事　項 経費の縮減額

・毎年、新規推進メンバーを募集しており、新メンバーを加えながら実
施している。

市民の推進グループが自主活動を展開できるように支援
しているため、市の事務効率に問題はない。

市民に健康づくりを広める活動として、必要な事業であ
る。

評価の説明（問題点）
課内評価

市民の推進グループが地域で市民を巻き込んだ活動を展
開できるよう支援し、健康づくりの普及に貢献した。

市民と協働で、健康づくりを広める活動として不可欠な
事業であるが、今後活動内容の幅を広げ多くの市民に参
加が参加できる活動にしていきたい。

市民の推進グループに自主活動を展開してもらってお
り、経費抑制ができている。

地域でウォーキングイベント等の市民を巻き込んだ活動
を展開し、多くの市民に健康づくりを広めている。

総合評価

達　成　度


